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4  「日米首脳会談、対ソ交渉で米大統領、『日本に害及ぼさぬ』」『日本経済新聞』1989年 9
月 2日（夕刊）。海部首相とブッシュ大統領は、1989年 9月 1日の首脳会談で、「グローバ
ル・パートナーシップ」と称する地球規模の協力関係を確立することで合意した。 
5  “Senators Fear Allies Will Renege on War Payments,” The New York Times, February 
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10  例えば、海自インド洋派遣について、石破茂防衛庁長官は 2002年 11月 19日の衆院安全
保障委員会で、米大統領の演説を引用して「国際社会から幅広い評価を得ております」と
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23  Christopher W. Hughes, "A Multidimensional Approach to Security: The Case of Japan," 
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（Andrew Bennett, Joseph Lepgold, and Dany Unger）の研究が代表的だ1。多国籍軍事作
戦への関与の度合いが国ごとに異なることに着目し、その要因を分析したものだ。ベネッ
トらによると、各国の関与の度合いは、国家の行動の説明に使われる国際関係論のモデル
のうち、「collective action」（集合行為）「balance of threat」（脅威均衡）「alliance dependence」












                                                   
1  Andrew Bennett, Joseph Lepgold, and Danny Unger eds., Friends in Need: Burden 
Sharing in the Persian Gulf War (New York: St. Martin's Press, 1997). 
2  Daniel F. Baltrusaitis, Coalition Politics and the Iraq War: Determinants of Choice 
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York: Palgrave Macmillan, 2011). 
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回避、⑤過去の失敗の再現回避――概ねこの 5 項目に整理できる。 
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 「テロとの戦い（War on Terror）を引き受けることで、日本は、選ばれし国々の会員制
クラブ（exclusive club of elite nations）のメンバーであることを再確認した。保守層の人々
が、現代の最も先進的で強力な国家の承認（approval）を得なければならないという、心
理的な必要性によって突き動かされたのと同様に、保守指導者も、どのような対価を払っ






















可能性が強まる。逆に「忠実性の評判」（reputation for loyalty, reputation for faithfulness）
                                                   
14  地位は status、威信は prestige、評判は reputation。ウッド（Steve Wood)は、prestige
を「重要性を認知されること（recognition of importance）」と定義し、類語として status, 
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national esteem などを挙げている。Steve Wood, "Prestige in world politics: History, 
theory, expression," International Politics, vol. 50, no. 3 (2013), pp. 387-411. 
15  Michael Penn, Japan and the War on Terror: Military Force and Political Pressure in 
the US-Japanese Alliance (London, New York: I.B. Tauris, 2014), p. 184. 
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けている。クレセンツィ、カスマン、クラインバーグ、ウッド（Mark J.C. Crescenzi, Jacob 
D. Kathman, Katja B. Kleinberg, and Reed M. Wood）の研究によると、同盟の規約遵守
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湾岸戦争での支援が「too little, too late」と批判された経緯があるため、妥当性が高いと思



























                                                   








い。Simon Anholt, “Anholt Nation Brands Index: How Does the World See America?” 
Journal of Advertising Research (September 2005), pp. 296-304. 
47  Public Diplomacy Model for the Assessment of Performance (PD-MAP). 米国務省の委託
を受けた専門家グループ U.S. Advisory Commission on Public Diplomacy が、2010 年の
報告書「Assessing U.S. Public Diplomacy: A Notional Model」で提唱した手法で、現時点
では、国家の評判の尺度にかかわる数少ない実践的方法論の一つと位置づけられる。 





















































































                                                   
49  柴田晃芳『冷戦後日本の防衛政策――日米同盟深化の起源』（北海道大学出版会、2011 年）
53 頁。 
50  西原正、土山實男監修、（財）平和・安全保障研究所編『日米同盟再考：知っておきたい 100




要な軍事作戦は次の表 1-1 の通りだった51。 
 
■表 1-1 米国が主導した冷戦後の主な多国籍軍事作戦 
実施年 作戦名 場所 備考 
1990-1991 Desert Shield, Desert Storm イラク いわゆる湾岸危機と湾岸戦争 
1992-1994 Restore Hope ソマリア 国連任務 
1995 Deliberate Force ボスニア ＮＡＴＯ軍空爆、２か月間 
1994-1995 Uphold Democracy ハイチ ポーランドとアルゼンチンが参加 
1998 Desert Fox イラク 4 日間の空爆、米英のみ 
1999 Allied Force コソボ ＮＡＴＯ軍空爆、３か月間 
2001- Enduring Freedom アフガニスタン フィリピンなど他地域の対テロ戦も同名 
2003-2011 Iraqi Freedom イラク 2010 年、Operation New Dawn に改名 
2011 Unified Protector リビア ＮＡＴＯ軍空爆 
出典：Barbara Salazar Torreon, Instances of Use of United States Armed Forces Abroad, 1798-2014, 




 表 1-1 で示した 9 つの作戦の中で、日本が明示的な支援策を実施したのは、Desert 
Shield/Storm（湾岸戦争）、 Allied Force（コソボ紛争）、Enduring Freedom（アフガン戦
争）、Iraqi Freedom（イラク戦争）の 4 作戦だった。支援の中身は主に以下の通りだった。 
 
 湾岸戦争52：1990 年 8 月に 10 億ドル、9 月に 30 億ドル、91 年 1 月に 90 億ドルの供
                                                   
51  表 1-1 に示した 9 作戦のほかに、ソマリア沖海上およびアデン湾における海賊対処行動を
加えることもできる。ただし、これが米国主導の作戦といえるかどうかについては議論の
余地がある。ソマリア沖作戦は、国連安保理決議 1816（2008 年採択）をはじめとする一
連の安保理決議に基づき、2008 年に始まったもので、米海軍を主体とする「Combined Task 
Force (CTF) 151」、欧州連合（EU）による「Operation Atalanta」、北大西洋条約機構（NATO）
による「Operation Ocean Shield」という 3 つの異なる指揮系統の下で実施されている。
ロシアや中国、インドなども、それぞれ独自にこの海域に艦船を派遣しており、多国籍作
戦の指揮下には入らないまでも、緩やかな連携の下で協調しながら海賊対処にあたってい
る。日本は 2009 年 3 月から海上自衛隊の護衛艦 2 隻を派遣し、当初は多国籍作戦の指揮下
に入らない形で活動していたが、2013 年からは CTF151 のメンバーに加わった。CTF151
の主力は米海軍であり、実態としては、米軍の存在を抜きにして、海賊対策に関する国際





52  イラクによるクウェート侵攻（1990 年 8 月 2 日）から開戦（1991 年 1 月 17 日）までの
















で支援活動を行った。資金面では、当初 5 億ドルの復興援助を表明したほか、2002 年
1 月に主要国を東京に招いて復興支援会議を主催した。 
 【後期】インド洋での補給支援は、特措法失効に伴う 2007 年 11 月～08 年 1 月の中
断、新特措法に基づく再開を経て、2009 年 10 月で打ち切った。これに代わる形で、




 イラク戦争：2003 年 7 月に成立したイラク支援特措法に基づき、2004 年 1 月～2006
年 7 月、最大時約 600 人の陸自部隊が、イラク南部サマワで復興支援活動に従事した。
これと並行して、空自の輸送部隊をクウェートに派遣し、2008 年 12 月まで、イラク
国内への物資輸送を担う形で多国籍軍に協力した。資金面では、2004 年 10 月に復興




 本論文は、この 4 作戦すべてを考察の対象とする。ただし、アフガン戦争に関しては、
2001～02 年にかけての作戦初期の動きと、2007 年の給油中断以降の動きを別個の事例と




































                                                   
54  五百旗頭真編『戦後日本外交史第３版』（有斐閣、2011 年）238、245 頁。 
55  同上、269 頁。 





































































第１節：事例の概要                            
 
 第 2 章では、湾岸戦争（1990-1991 年）に関して日本がとった支援措置が、米国側にお
いてどう受け止められたかを分析する。まず、武力行使に至る経緯と多国籍軍事作戦の概














の動員規模は最大時 54 万 3000 人にのぼった4。 
 
 米政府は世界各国に参加を呼びかけ、周辺のアラブ諸国や西欧諸国を中心に、38 か国が
要請に応じた。各国が派遣した兵力は合計 20 万 5000 人にのぼり、米軍と合わせて総勢約
75 万人の多国籍軍が構築された5。国連安全保障理事会は 1990 年 11 月 29 日、イラクにク
ウェートからの撤退を迫る安保理決議 678 を採択した。1991 年 1 月 15 日を最終期限に定
め、それまでに決議が履行されない場合は「あらゆる必要な措置」（all necessary means）
をとるとし、多国籍軍による武力行使を容認した。1991 年 1 月 12 日には、米連邦議会に
おいても武力行使の方針が承認された。 
 
 イラクが期限までに安保理決議に従わなかったことを受け、米軍は 1991 年 1 月 16 日（米
                                                   
1  Kevin Don Hutchison, Operation Desert Shield / Desert Storm: Chronology and Fact 
Book (Westport: Greenwood Press, 1995) pp. 1-6. 
2  村上友章「湾岸戦争と戦後日本外交の挫折」簑原俊洋編『「戦争」で読む日米関係 100 年：
日露戦争から対テロ戦争まで』（朝日新聞出版、2012 年）191-210 頁。 
3  Laurie Collier Hillstrom, War in the Persian Gulf Almanac: From Operation Desert 
Storm to Operaton Iraqi Freedom (Farmington Hills: Thomson Gale, 2004) p. 28. 
4  Clayton R. Newell, Historical Dictionary of the Persian Gulf War 1990-1991 (Lanham: 
Scarecrow Press, 1998) p. 72. 







ェート解放に成功した7。2 月 28 日、ブッシュが勝利宣言を行い、3 月 3 日、イラク軍がす
べての停戦条件に同意して停戦が成立した8。戦闘により、多国籍軍側は 244 人が死亡、894
人が負傷した。このうち米軍の死者が 146 人、負傷者は 467 人を占めた。他国ではサウジ
アラビア軍が 47 人、イギリス軍が 25 人の戦死者を出した。イラク軍側は、米軍の推計で








 多国籍軍への支援策が発表されたのは、事態発生から 27 日後の 1990 年 8 月 29 日だっ
た。海部俊樹首相が記者会見し、「湾岸における平和回復活動に対する協力」として、多国
籍軍への輸送協力、物資協力、医療協力、資金協力からなる 4 本柱の支援方針を発表した11。
さらに翌 30 日、坂本三十次官房長官が会見し、「輸送、物資、医療を含め 10 億ドルの協力
を今年度予算で行う」と発表した12。資金支援に関する初めての具体的な数字だった。 
 
 それから 2 週間をはさんで、1990 年 9 月 14 日、政府は追加支援として、補正予算を組
んでさらに 10 億ドルを拠出すると表明した。また、湾岸危機によって経済的被害を被った
周辺国を支える必要があるとする米国の意向に沿い、エジプト、トルコ、ヨルダンに対し




10 月 16 日に閣議決定した「国連平和協力法案」は、自衛隊や海上保安庁などからの出向者
                                                   
6  フランク・N・シューベルト、テレサ・L・クラウス『湾岸戦争：砂漠の嵐作戦』滝川義人
訳（東洋書林、1998 年）196-200 頁。 
7  同上、220-258 頁。イラク側は保有戦車 4280 両のうち 3847 両を喪失、投降した捕虜は約
6 万人にのぼったという（252 頁）。 
8  Hutchison, Operation Desert Shield / Desert Storm, p. 138. 
9  Newell, Historical Dictionary of the Persian Gulf War, pp. 66-67. 
10  外務省「湾岸危機への日本の対応」『外交青書（1991 年版）』<http://www.mofa.go.jp/mofaj/ 
 gaiko/bluebook/1991/h03-2-2.htm> 2014 年 11 月 8 日アクセス。 
11  同上。 
12  五百旗頭真、伊藤元重、薬師寺克行編『岡本行夫：現場主義を貫いた外交官』（朝日新聞出
版、2008 年）171 頁。 





岸に派遣する方針だったが、国会で支持が広がらず、結局、11 月 8 日に廃案となった14。 
 フセイン政権が米国の圧力に譲歩の気配を見せず、軍事衝突不可避の公算が増すにつれ、
米政府は日本にさらなる資金支援を迫った。1991 年 1 月 20 日の日米財務相会談で、米国
側が 90億ドルという具体的金額を出して追加支援を求めたのに対し、日本側は 1月 24日、
90 億ドル満額拠出の表明で応じた15。 
 
 資金支援の規模は、1990 年 8 月 30 日に発表された 10 億ドル、9 月 14 日に発表された
30 億ドル、1991 年 1 月 24 日に発表された 90 億ドルを合わせて、総額 130 億ドルにのぼ
った。当事国であるサウジアラビアとクウェートを除けば、日本の拠出額が世界最大だっ





 なお、日本の資金支援のうち、第 3 弾にあたる 90 億ドルについては、3 月 7 日の予算案
可決を待って実行されたが、予算措置決定後に起きた為替相場の急激な変動により、実行
時点の時価換算額は 85 億ドルに目減りしていた18。これに米国側が反発したことを受け、





                                                   
14  田中明彦『安全保障――戦後 50 年の模索』（読売新聞社、1997 年）312-314 頁。 
15  エドウィン・O・ライシャワー東アジア研究センター他『一九九一年の日米関係』32-33 頁。
手嶋龍一『外交敗戦：130 億ドルは砂に消えた』（新潮文庫、2006 年）319 頁。 
16  Testimony before the House Committee on Ways and Means, "Allied Contributions in 
Support of Operation Desert Shield and Desert Storm," United States General 
Accounting Office, July 31, 1991. 
17  湾岸平和基金の設立経緯は五百旗頭他編『岡本行夫』185-186 頁参照。運営の仕組みにつ
いては、宮家邦彦「あれから 10 年、対米物資協力の最前線－責務と制約のはざまで」『外
交フォーラム』（2001 年 9 月）55-59 頁参照。 
18  エドウィン・O・ライシャワー東アジア研究センター他『一九九一年の日米関係』33 頁。 
19  会計検査院「湾岸平和基金に対する拠出金について」『平成 3 年度決算検査報告』1992 年。 
■表2-1 湾岸平和基金に対する日本の資金拠出
拠出決定日 誓約額 拠出実行日 実際の拠出額
1990年8月30日 10億ドル 1990年9月21日 1228億8000万円
1990年9月14日 10億ドル 1990年12月24日 1300億円
1991年1月24日 90億ドル 1991年3月12日 1兆1700億円





 これに周辺国向けの 20 億ドルを加え、最終的には米ドルベースで総額 130 億ドルの誓約
が満額実行された。 
 
 1991 年 7 月 31 日の下院歳入委員会に提示された米行政管理予算局（OMB）および米会
計検査院（GAO）の報告20によると、1990 年 8 月～1991 年 5 月の多国籍軍の活動にかか
った費用は、「砂漠の盾」「砂漠の嵐」の両作戦を合わせて約 1020 億ドル。このうち、米軍
の兵員約 54 万人の人件費を中心に、両作戦を実施しなくてもかかったであろう費用が約
500 億ドル、周辺国への債務免除等が約 100 億ドルだった。これを除いた費用、つまり、
両作戦を実施したことによって発生した追加的費用が 422 億ドルだった。これに対し、資
金提供国の 91 年 7 月末時点の拠出額は総額約 461 億ドル。米軍の追加的費用をすべて相殺
することができた計算になる。 
 
 ただ、OMB の報告によると、1991 年 6 月以降の部隊の再配置費用や、装備の修繕費な
どが推計 190 億ドルにのぼっており、これを合わせれば、米軍の追加的費用は総額 610 億
ドルとなり、他国からの支援総額を上回った計算になる。資金を提供したのは、実態とし
ては、金額が大きい順に、サウジアラビア、クウェート、日本、ドイツ、アラブ首長国連
邦、韓国の 6 か国のみだった。 
 
 このほかに実行された支援策としては、物資提供、物資輸送、避難民輸送、医療支援が
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23  五百旗頭他編『岡本行夫』176-181 頁。 






 戦闘終結から約 2 か月が経過した 1991 年 4 月 25 日、日本政府は、ペルシャ湾に残され
た機雷の処理にあたっていた多国籍軍への支援措置として、海上自衛隊の掃海艇を派遣す






















                                                   
25  医療支援の実態は、先遣隊の一員としてサウジに派遣された木戸友幸医師が、個人ウェブ
サイトに詳細を綴っている（「湾岸危機コンフィデンシャル」『Dr. Kido History』執筆日不
明、<http://www.carefriends.com/kido/inter/ic1.html>2014 年 9 月 23 日アクセス）。 
26  河村雅美「湾岸掃海から 20 年を経て」『水交』（2010 年 9 月）7-11 頁。 
27  Michael H. Armacost, Friends or Rivals?: The Insider's Account of U.S.-Japan Relations 
(New York: Columbia University Press, 1996), pp. 121, 122, 125. 
28  Ibid., p. 125. 
29  Kent E. Calder, "Japan in 1990: Limits to Change," Asian Survey, vol. 31, no. 1 
(January 1990), pp. 21-35. 
30  Armacost, Friends or Rivals?, p. 125. 
31  Calder, “Japan in 1990,” p. 31. 
32  Ibid. 
33  Ezra F. Vogel and Paul Giarra, "Renegotiating the U.S.-Japan Security Relationship, 
1991-96," in Michael Blaker, Paul Giarra and Ezra Vogel eds., Case Studies in Japanese 
Negotiating Behavior, (Washington DC: United States Institute of Peace, 2002), p. 100. 























 知日派の代表格だったハーバード大学教授エズラ・ボーゲル（Ezra F. Vogel）は、当時
海軍の戦略部門にいた知日派軍人ポール・ジアラ（Paul Giarra）との共著で、湾岸戦争に








 1989 年 5 月に駐日米国大使に就任し、湾岸危機への対処をめぐる日米折衝の一部始終に
当事者としてかかわったマイケル・アマコスト（Michael H. Armacost）は、5 年後に出版
                                                   
35  Charles Stuart Kennedy, “Rust Deming,” Foreign Affairs Oral History Project (The 
Association for Diplomatic Studies and Training, December 8, 2004), p. 75; Armacost,  
Friends or Rivals?, pp. 99, 108. 
36  Kennedy, “Rust Deming,” p. 75. 
37  「湾岸後の日米関係の行方、モース米経済研副理事長に聞く」『読売新聞』1991 年 3 月 29
日。 
38  Vogel et al., “Renegotiating the U.S.-Japan Security Relationship,” p. 99. 
39  Kennedy, “Rust Deming,” p. 75. 

















に拠出した総額 130 億ドルのうち、最初の 10 億ドルは 1990 年 8 月 30 日、次の 30 億ドル
は 9 月 14 日、最後の 90 億ドルは 91 年 1 月 24 日に発表された。最初の 10 億ドルについ
て、元国防総省日本部長ジム・アワー（James Auer）は「最低限の対応」（rather minimal 
response）という表現で失望を表明した42。当時プリンストン大学教授だったケント・カル
ダー（Kent E. Calder）は、1991 年 1 月の論文で、「少なすぎ（too little）、遅すぎる（too 
late）として、即座に米国議会で攻撃された」と書いている43。 
 





 支援策第３弾の 90 億ドルについては、日本側はこれを円建てで支払ったが、その後、急
激な円安が進んだため、金額は支払い時点で 85 億ドル程度に目減りしており、米国側があ





 その一方で、アマコストは、総額 130 億ドルという規模について、仮に石油の供給途絶
や価格暴騰が起きた場合に日本が受ける損害の大きさとは比較にならないとも述べた。相
                                                   
41  Armacost, Friends or Rivals? 
42  ジェームス・アワー「基調報告」『米国新政権下における日米安全保障関係』グローバル・
フォーラム／マンスフィールド太平洋問題研究所報告書、2001 年 5 月 27-28 日 <http:// 
 www.gfj.jp/j/dialogue/20010527.pdf> 2014 年 8 月 3 日アクセス。 











 デミングは、総額 130 億ドルを指して、「湾岸戦争でかかった費用全額を上回るものだっ

















 日本政府が最初の 10 億ドル支援を発表したのは、イラクによるクウェート侵攻（8 月 2
日）の 4 週間後にあたる 1990 年 8 月 29 日（米東部時間）、次の 30 億ドル支援を発表した
のはさらに 16 日後の 9 月 14 日（同）だった。アマコストは、この二つの支援決定と、91
年 1 月 24 日に発表された最後の 90 億ドル支援を区別してとらえている。迅速さに欠ける
と感じたのは、最初の 10 億ドルと 30 億ドルである。 
 





国連安保理決議 678 が定めたイラクのクウェート撤退期限（1 月 15 日）が目前に迫り、開
                                                   






日本政府に働きかけたという。開戦 4 日後の 1991 年 1 月 20 日、財務長官ブレイディが橋





 一方、ボーゲルとジアラは、総額 130 億ドルを評して「so late」と述べているように、
最後の 90 億ドル支援も含めて「遅すぎた」と否定的に評価した。その点でアマコストとは
若干見方が異なる。デミングも、先述の通り、最後の 90 億ドルが決定されるころには、「そ




にとらえた。カルダーも、最初の 10 億ドル支援に関して、米議会で「too late」と批判さ
れたことを問題視した。 
 



















                                                   














日米間のいきさつは「双方に傷跡を残した」（left scars on both sides）46。 
 
 対日折衝にあたってアマコストが目指したのは、日本が、米国民の視点から見て、多国
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47  Ibid., p. 101. 
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し遅すぎ、少し少なすぎた」（a day late and a dollar short）と評し、別の政権幹部は「政








 一つの例は、1990 年 9 月 19 日の下院外交委アジア太平洋小委の公聴会における東アジ
ア担当国務次官補リチャード・ソロモン（Richard H. Solomon）の答弁だ66。この公聴会







 また、この時点で総額 40 億ドルとなっていた支援金額について、要求水準は「明示的に
満たされ」（clearly has been met）ており、「満足している」（We are pleased）と述べた。
さらに、「日本の負担額は応分の規模といえるのか」と不信感を隠さない議員に対し、「応










 大統領報道官マーリン・フィッツウォーター（Marlin Fitzwater）は、1990 年 9 月 12
日の定例会見で、日本の支援内容に関する質問に「全般的に（同盟国の）反応は良好だと
                                                   
66  Hearing of the Asian and Pacific Affairs Subcommittee of the House Foreign Affairs 
Committee, “Subject: Asia and the Persian Gulf Crisis,” Federal News Service, 
September 19, 1990. ソロモンは中国の専門家として東アジア情勢に精通しているため、
見方によっては「知日派」にも分類できる。明確な線引きはできない。この公聴会に関し
ては、現役の政権幹部として、国務省を代表して答弁したものと見なし、「政府当局者」に
分類した。著書は Chinese Political Negotiating Behavior, 1967-1984（RAND Monograph 
Report, 1995）など、中国の現代史や政治動向に関するものが中心。 


















 大統領のジョージ・H・W・ブッシュ（George H. W. Bush）、国務長官ジェームズ・ベ




 ベーカーは、10 億ドル支援発表の 6 日後にあたる 1990 年 9 月 4 日の下院外交委で、日本
は追加支援を行う意思を示していると指摘し、「評価を下す前にそれを待つ必要がある」と
訴えた73。文脈からは、日本への不信感をあらわにする議員たちをなだめようとする意図が






った。1991 年 2 月 26 日の上院歳出委員会では、90 億ドルの支援が満額実行されない場合
                                                   
68  “The White House Regular Briefing, Briefer: Marlin Fitzwater,” Federal News Service, 
September 12, 1990. 
69  “Bonn and Tokyo are Criticized for Not Bearing More of Gulf Cost,” The New York 
Times, September 13, 1990. 
70  “The White House Regular Briefing, Briefer: Marlin Fitzwater,” Federal News Service, 
September 13, 1990. 
71  “U.S. Plans to Pass Hat for Gulf Again; Military Costs; Raising new money abroad could 
prove critical in maintaining the multinational force; Japan may be a particular 
problem,” Los Angeles Times, November 21, 1990. 
72  Ibid. 
73  Hearing of the House Foreign Affairs Committee, “Subject: Persian Gulf Crisis,” 







































                                                   
74  Hearing of the Senate Appropriations Committee, “Subject: Supplemental 
Appropriation for Operation Desert Storm,” Federal News Service, February 26, 1991. 
75  Bennett et. al. eds., Friends in Need, p. 148. 



























 支援表明額が総額 40 億ドルに達した 1990 年 9 月 14 日、国務省報道官リチャード・バ
ウチャー（Richard Boucher）は、定例会見で、40 億ドルで十分かとの質問に対し「とて
も満足している」（extremely pleased）と答えた80。総額 130 億ドルが出揃うと、政府当局
者からは「満足」（happy）81、「最も大きい」（most substantial）82、「寛大」（generous）
                                                   
77  「中東貢献第 2 弾、米の不満一応沈静化、派兵長引けば再燃、根強い自衛隊派遣要求」『読
売新聞』1990 年 9 月 15 日。 
78  Hearing of the House Foreign Affairs Committee, “Subject: Persian Gulf Situation,” 
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Federal News Service, October 17, 1990. 
80  “State Department Regular Briefing, Briefer: Richard Boucher,” Federal News Service, 
September 14, 1990. 
81  ベーカーのコメント。Hearing of the Senate Foreign Relations Committee, “Subject: 
Foreign Policy Overview,” Federal News Service, February 7, 1991. 
82  ソロモンのコメント。Hearing of the Asian and Pacific Affairs Subcommittee of the 
House Foreign Affairs Committee, “Subject: Aid for East Asia and the Pacific,” Federal 









 資金という形態が評価にマイナスの効果をもたらし、総額 130 億ドルという規模がプラ
スの効果をもたらしたとすれば、タイミングはどうだろう。政府当局者にとって、支援表
明や実施の時期が早いか遅いかは、どれほどの重要性を持っていたのだろうか。ある国務





 ベーカーは、1990 年 10 月 17 日の上院外交委で、日本が約束した資金について、「迅速














                                                   
83  国務省報道官マーガレット・タトワイラー（Margaret Tutwiler）のコメント。“State 
Department Regular Briefing, Briefer: Margaret Tutwiler,” Federal News Service, 
February 13, 1991. 
84  Ibid. 
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World,” The Washington Post, November 23, 1991. 
86  Hearing of the House Armed Services Committee, “Subject: Fiscal Year ’92-’93 Defense 
Authorization,” Federal News Service, February 7, 1991. 
87  国正武重『湾岸戦争という転回点：動顚する日本政治』（岩波書店、1999 年）46-47 頁。 
88  Hearing of the Senate Foreign Relations Committee, “Subject: Persian Gulf Crisis,” 
Federal News Service, October 17, 1990. 
89  “U.S. Plans to Pass Hat for Gulf Again; Military Costs; Raising new money abroad could 
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 1990 年 8 月 15 日、駐日大使アマコストが、栗山尚一外務次官との会談で、「日本政府
の関与のシンボル」として、日本の国旗を掲げた掃海艇や輸送船をペルシャ湾へ派遣
するよう要請した91。 








 1990 年 9 月 7 日、東京を訪れた財務長官ブレイディが、橋本蔵相との会談で、表明済
みの 10 億ドルに加えて、30 億ドルの積み増しを求めた。内訳は多国籍軍支援として
10 億ドル、周辺 3 か国への経済援助として 20 億ドルだった94。 
 1990 年 9 月 29 日、ニューヨークでの日米首脳会談で、ブッシュは「自衛隊が武力に
直接訴えずに、多国籍軍の輸送や後方支援、医療協力などで貢献すれば、多国籍軍に
参加している国々はこれを評価するだろう」と述べ、自衛隊による後方支援を求めた95。 
 空爆開始後の 1991 年 1 月 20 日、財務長官ブレイディが、橋本蔵相との会談で、多国
                                                   





91  Armacost, Friends or Rivals?, pp. 102-103. 
92  国正 『湾岸戦争という転回点』27 頁。 
93  同上、30 頁。丹波實『わが外交人生』（中央公論新社、2011 年）74-79 頁。 
94  手嶋『外交敗戦』287-290 頁。 
95  手嶋『外交敗戦』187-190 頁。国正『湾岸戦争という転回点』61 頁。 
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界中を飛び回った。イラクへの武力行使を容認した国連安保理決議 678 が 1990 年 11 月 29





                                                   
96  手嶋『外交敗戦』317-321 頁。国正『湾岸戦争という転回点』272 頁。 







染田屋茂訳（文藝春秋、1991 年）423 頁。 
99  “Americans Voicing Anxiety on Japan as Concern in Tokyo Seems to Soften,” The New 











 ブッシュは、1990 年の初めごろから「新世界秩序」（new world order）という言葉を使
い始めていた。ナイの見方では、それは米国が「世界の警察官」になることではなく、集
団安全保障機構としての国連の枠組みの中で、各国が「秩序維持の負担を分かち合う」
（share the burden of maintaining order）構想だった。実際、ブッシュは、空爆開始の 2









 「ブッシュ政権当局者は、日本に過大な期待を寄せる傾向があった（tended to expect too 
much of Japan）。特に危機の初期段階において、日本政府が弱々しく優柔不断に映った




ようにする機会である。もっとやれと日本に働きかける中で（In pushing Japan to do 
more）、彼らは、この紛争で何が危機にさらされているのか（what was at stake in the 
                                                                                                                                                     
調査によると、米国人の 58％が、ソ連の軍事力よりも日本の経済競争力の方が米国にとっ
て大きな脅威だと感じていた。 
100  Joseph S. Nye Jr., "Why the Gulf War Served the National Interest," The Atlantic 
Monthly, vol. 268, no. 1 (July 1991) pp. 56-64. 
101  George H. W. Bush, "Address to the Nation Announcing Allied Military Action in the 
Persian Gulf," January 16, 1991. Online by Gerhard Peters and John T. Woolley, The 
American Presidency Project <http://www.presidency.ucsb.edu/ws/?pid=19222>, 
accessed on November 6, 2014. ブッシュが「新世界秩序」に言及した部分は次の通り：
We have before us the opportunity to forge for ourselves and for future generations a 
new world order—a world where the rule of law, not the law of the jungle, governs the 
conduct of nations. When we are successful—and we will be—we have a real chance at 
this new world order, an order in which a credible United Nations can use its 
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を主張し始める前に、我々は日々の活動をまかなうことができた」（Had it not been for the 
Japanese, Desert Shield would have gone broke in August. While western newspapers 
were complaining about Tokyo’s reluctance to increase its pledge of one billion dollars to 
safeguard Saudi Arabia, the Japanese embassy in Riyadh quietly transferred tens of 
millions of dollars into Central Command’s accounts. We were able to cover our 
day-to-day operations before anybody in Washington could lay claim to the money）109。 
                                                   
107  Hearing of the Senate Armed Services Committee, “Subject: Persian Gulf Crisis,” 
Federal News Service, November 28, 1990. 
108  落合畯「あれから一〇年『湾岸の夜明け作戦』と五一一名の隊員たち」『外交フォーラム』
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したが、リヤドとワシントンにおける官僚的手続きが障害となり、1990 年 11 月に入るま
で、現場では調達と決済をめぐる混乱が続いた118。シュワルツコフが、回顧録の 1990 年






というのに、中央軍はほとんど現金を拝んでいなかった（Central Command wasn’t seeing 
much cash）」120とこぼしている。「きょうにも戦争が始まるという時に、最高司令官が資
金不足（running out of money）を心配せねばならないなど、あってはならないことだ」121
との記述もある。 
 
 日本の物資提供や送金が実行されたのは 1990 年 9 月以降であり、「日本人の尽力がなか
ったら、砂漠の盾は 8 月には破産していたに違いない」というシュワルツコフの記述には
誇張が入っているが、日本の資金と物資が作戦の初期段階を支えたことは間違いなさそう
だ。例えば、日本が提供した 800 台の 4 輪駆動車は、「多くの部隊の手足となって軽快に動
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ジョージタウン大学教授。 










年 1 月 3 日には、民主党下院議員スティーブン・ニール（Stephen L. Neal）が、日本に対
し、「年間安全保障料」（annual security fee）として、毎年 GDP の 3％を米国に支払うよ
う求める法案を提出した127。同月 24 日には、共和党下院議員ダンカン・ハンタ （ーDuncan 
Hunter）が、湾岸の軍事作戦にかかる経費の 64.5％を負担するよう日本に求める法案を提











的支援を提供している．．．ところが、重要な 1 か国（one key nation）だけ、その意思を鮮
明にしていない（left its resolve unclear）。世界最大の債権国、日本である」「費用が総額
250 億ドルを超えるかもしれないのに、10 億ドルは非常に少ない（very little）」「戦闘にな
れば、命を危険にさらすのは日本の若者ではなく、米国の若者だ」「日本にはもはや、世界
で最も柔軟（flexible）な憲法を隠れ蓑にする（cower behind）ことは許されない」「日本に
は、大国の国際的責務（international responsibilities of a great state）を背負い、リスク
をとり、犠牲に耐え、リーダーシップのお手本を見せてほしいと心から願う」 
 
 民主党下院議員バイロン・ドーガン（Byron L. Dorgan）の日本批判にも、2 種類が入り
混じっている130。「日本には相応の分担（commensurate share）をささげる意思がない（not 
                                                   
126  村上「湾岸戦争と戦後日本外交の挫折」207 頁。 
127  “Bill Text: 102nd Congress (1991-1992) HR377.IH,” THOMAS (Library of Congress), 
January 3, 1991. 
128  “Bill Text: 102nd Congress (1991-1992) HR641.IH,” THOMAS (Library of Congress), 
January 24, 1991. 
129  Senator John McCain, "Japan and the Crisis in the Gulf," Congressional Record: 101st 
Congress (1989-1990), September 10, 1990, p. S12692. 
130  Representative Byron L. Dorgan, "Wake-up call for Japan," Congressional Record: 101st 























 ただし、日本の海外派兵には反対する議員もいた。共和党下院議員ダグ・ベラウタ （ーDoug 
Bereuter）は、たとえ最初の一歩であっても、日本に派兵を促すことは「軍事強国」（military 
power）化を促すのに等しく、「悲劇的過ち」（tragic mistake）になりうるとし、支援の要












                                                   
131  Representative Ike Skelton, “Will our allies share the risk?” Congressional Record: 
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101st Congress (1989-1990), October 20, 1990, p. E3380. 
133  Hearing of the Senate Armed Services Committee, “Subject: Persian Gulf Crisis,” 


































 日本の拠出表明額が 130 億ドルに積み上がっても、議員たちの印象は変わらなかった。
民主党上院議員ロバート・ビアド（Robert Byrd）は、1991 年 2 月 26 日の上院歳出委員会
で、90 億ドル分がまだ日本の国会で承認されていないことを取り上げ、「国会がノーと言っ
たらどうなるんだ」「言うは易しだ」（Promises are cheap）「約束の尊重と責務の実行が問
                                                   
134  Hearing of the Senate Armed Services Committee, “Subject: Persian Gulf Crisis,” 
Federal News Service, September 11, 1990. 
135  Hearing of the Europe and Middle East Subcommittee of the House Foreign Affairs 
Committee, “Subject: Developments in the Middle East,” Federal News Service, 




ーヒ （ーPatrick Leahy）は、日本側に「尊大で恩着せがましい態度」（arrogant condescension）
があると批判した137。 
 
 結局、議員たちは日本に何を期待していたのだろうか。130 億ドルは 1991 年 3 月 12 日
には払い込みが実行され、7 月 9 日には、為替相場の変動で生じた 5 億ドル分まで追加で支
払われた。議員たちが本当に財政負担に最大の関心を寄せていたのであれば、3 月か、遅く
とも 7 月の時点で、評価は大きく変わらなければ理屈が通らない。 
 
 確かに、3 月の議会では、多少は肯定的な評価が聞かれた。民主党下院議員リチャード・
レイ（Richard Ray）は、1991 年 3 月 12 日の下院軍事委で、日本が 130 億ドルの支払い
を済ませたことを指摘したうえで、在日米軍基地経費に関する日本の負担について、「最近
は日本叩きが流行っている（It’s popular to bash Japan at this day and time）が、日本が
大規模な貢献をしてくれなかったら、我々はおそらく（東アジアに）とどまる余裕はなか


















                                                   
136  Hearing of the Senate Appropriations Committee, “Subject: Supplemental 
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 一方、ヘリテージ財団のリチャード・フィッシャー（Richard D. Fisher, Jr.）は、同じく
否定的な評価だが、こちらは規模のみならず、形態とタイミングについても批判した。カ
ークパトリック同様、日本の拠出表明金額が総額 40 億ドルだった時点の評価である。1990
















                                                   
142  Richard D. Fisher, Jr., “How to Improve the U.S.-Japan Security Alliance,” 








 当時すでに公職を引退していた元国務長官ヘンリー・キッシンジャー（Henry A. 































                                                   
143  「６日のキッシンジャー氏との単独会見要旨」『読売新聞』1990 年 9 月 7 日。 
144  Hearing of the Senate Armed Services Committee, "Subject: Persian Gulf Crisis," 



































もりはまったくないのだ」（Certainly, they are not prepared to pay for it through blood.）
と述べた。「戦争になれば、本物のコストは人命だ」（The real cost would be lives in the 
event of war, yes, sir.）とも述べた。支援の形態を重視し、資金よりも兵員の派遣に大きな
価値を認めていたことが分かる。 
 
                                                   
145  Hearing of the Senate Armed Services Committee, "Subject: U.S. Policy in the Persian 
Gulf," Federal News Service, November 27, 1990. 
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ッシンジャーとは異なるものだった。マクナマラは、1990 年 12 月 4 日の上院外交委公聴
会で、各国の負担配分を公平にするにはどうしたらいいかとの質問に対し、自ら日本とド





















                                                   
146  Hearing of the Senate Foreign Relations Committee, "Subject: Persian Gulf Crisis," 
Federal News Service, December 4, 1990. 
147  Hearing of the Senate Foreign Relations Committee, "Subject: U.S. Policy in the 

























提言を行う超党派研究機関 Defense Budget Project 代表のゴードン・アダムス（Gordon 
Adams）は、1991 年 3 月 29 日、米公共放送 PBS のトーク番組で、日本とドイツは「約束
を果たした」と述べた150。すべての戦闘が終結して約 1 か月が経過していた。アダムスに
よると、この時点で、日本が約束した 130 億ドルのうち、中東諸国向けの 20 億ドルを除い







政権を批判することなく戦争を批判するためのあら探し（search for a hook）のようだった。
実際は、同盟国は資金提供の要請に応えたのだ」 
 
                                                   
148  Ibid. 
149  “John Kenneth Galbraith: Last of the old-style liberals,” The Guardian, April 6, 2002. 
150  "Kuwaiti Reconstruction: Big Deal or Bum Deal?" Transcript from "American Interests" 









属していた安全保障専門家、エドワード・ルトワック（Edward N. Luttwak）は、1990 年






























                                                   
151  Hearing of the Education and Health Subcommittee of the Joint Economic Committee, 





























（revive the fears of a rebirth of militarism）というのが、彼らの口実（excuse）だ。し
かし、本当の理由は、できるだけ小額に抑えながら、費用負担を申し出ることで、リスク
を逃れたいという願望なのだ（desire to duck the risk）」 
 「日本は参加を真剣に考えるべきだ。例えば 3000 人の衛生兵・看護兵（combat medics 
and nurses）を速やかに召集すればいい。そして、緊急措置として、ペルシャ湾に病院船
団を派遣すればいい。そうすれば、日本の国民が、自らの命を危険にさらす（putting their 





                                                   













が、1990 年 9 月 3 日の記事で、次のように論じた153。「日本は、使う石油のすべてを輸入
しており、その 3 分の 2 はペルシャ湾から運ばれる．．．米国の場合は、湾岸から来る石油
は全体の 8 分の 1 以下だ。しかし、灼熱の危険な湾岸で、命がけで平和維持にあたってい
る勇敢な若者たち（brave peacekeepers whose lives are on the line）は、アメリカ人の若
者であって、日本人でも欧州人でもない」。シールズはまた、日本の対応を「身勝手な無策」
（selfish inaction）と呼び、「自らの子息や兄弟たちを危険に送り込むこと（sending our 
sons and brothers into danger）が、米国にとっては平気なこと（doesn’t mind）だと思っ








年 3 月 3 日のコラムで「資金やその他を含めて、湾岸戦争における日本とドイツの支援は、
嫌々ながらの（grudging）ものだった。絶え間ない圧力（unremitting arm-twisting）の
結果、ようやく出てきたものだった。米国人はそのことに気付いている。そして、その小






 ニューズウィーク誌のコラムニスト、ロバート・サミュエルソン（Robert J. Samuelson）
も、日本が、自らの意思に反して、米国の圧力に応じて仕方なく資金を出したとの見方を
示し、そのことを批判している。1990 年 12 月 24 日のコラムでは「欧州と日本の資金貢献
                                                   
153  Mark Shields, “The Free-Lunch Countries,” The Washington Post, September 3, 1990,  
p. A25. 
154  Hobart Rowen, “Japan and Germany Must Take Bigger Military, Policy-Making Roles 































要求金額である 130 億ドルが満額実行された 1991 年 3 月以降も、論評のトーンに大きな変
化は見られなかったからだ。財政負担の大きさが問題だったのであれば、少なくとも 3 月
以降は批判が収まらなければおかしい。しかし、実際は、1991 年 3 月 3 日のローウェンの





                                                   
155  Robert J. Samuelson, “Superpower Swan Song,” Newsweek, December 24, 1990, p. 35. 
156  Robert J. Samuelson, “The Unending Japan Problem,” Newsweek, April 15, 1991, p. 51. 
157  “Editorial: Japan finally offers fair share,” The Atlanta Journal and Constitution, 
January 30, 1991, p. 8. 
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 90 億ドルの実現性に疑いの目を向けていたアトランタの AJC 紙は、拠出実行後の 1991
年 3 月 8 日にも、再び社説記事で日本の支援を論評した159。1 月の社説と比べて、印象が
好転した形跡は見られない。90 億ドルの実行を「多国籍軍の取り組みにかかった莫大な費
用をまかなうのに役立つ」と指摘しながらも、「これで日本がその望みどおりに世界の尊敬
を買えるとは思えない」（we doubt that it will buy Japan the kind of respect around the 
world that it had hoped）と突き放した。さらに、その理由を述べている。「日本の決定に










ンズリー（Michael Kinsley）は、戦争終結から約 1 か月後の 1991 年 4 月 4 日の番組で、
同盟国が提供した資金の総額が、多国籍軍の作戦遂行にかかった費用を上回る可能性があ





                                                   
158  Representative Doug Bereuter, “Extension of Remarks: Japan’s failure in the Gulf 
[From The Omaha World-Herald, March 9, 1991],” THOMAS (Library of Congress), 
March 22, 1991, p. E1110. 
159  “Editorial: Japan’s offer late, but needed,” The Atlanta Journal and Constitution, March 
8, 1991, p. 14. 

















        
 4 か国の中で、日本のみ、「敬意を失った」が「増した」を上回った。 
 
 否定的評価の傾向は、湾岸危機の初期のうちから見られた。まだ日本政府が第 1 弾の支






 日本の外務省が、毎年 1～3 月、ギャラップ社に委託して実施している米国内の世論調査
でも、否定的な評価が示された。湾岸戦争の最中にあたる 1991 年 1 月 26 日から 2 月 7 日
にかけて行われた調査では、「日本は経済力に見合った重要な国際的役割を果たしているか」
（Does Japan play an important international role commensurate with its economic 
                                                   
161  エドウィン・O・ライシャワー東アジア研究センター他『一九九一年の日米関係』33 頁。
調査実施は 1991 年 3 月 15～19 日。 
162  “Spoils of War: Victors Gain Public’s Confidence; Poll Finds American Attitudes toward 
Allies, Armies and Institutions Shifted Markedly,” The Washington Post, March 10, 
1991. 無作為抽出の成人 1215 人に対する電話調査。実施は 1991 年 3 月 1～4 日。標本誤
差率±3％。 
163  “Crisis in the Gulf: Staring Down the Bully,” Newsweek, September 3, 1990. 成人 767
人に対する電話調査。実施は 1990 年 8 月 23、24 日。標本誤差率±4％。 
敬意が増した 敬意を失った 変化なし
日本 19% 30% 50%
イギリス 71% 2% 27%
フランス 55% 6% 27%
















     
 











万 5000 人、航空機 160 機、艦船 27 隻を湾岸に派遣した166。フランスは、兵力約 1 万人、




                                                   
164  「国際貢献、日本は不十分」『日本経済新聞』1991 年 4 月 28 日朝刊。 
165  外務省内部資料から引用。 
166  Bennett et. al. eds., Friends in Need, p. 70. 
167  Ibid. p. 115. 


















発生前の 1990 年春の調査と、湾岸戦争の最中に実施された 1991 年春の調査を比べると、
結果は次の表 2-3 の通りだった169。 
      
 また、「日本は米国の信頼できる友邦か」との質問の結果も、表 2-4 の通り、湾岸戦争の
前と後でほとんど変化がなかった170。 
      
 















                                                   
169  外務省内部資料から引用。 
170  同上。 
極めて良好 良好 普通 良くない
1990年春 3% 36% 47% 10%
1991年春 3% 38% 43% 10%
信頼できる 信頼できない 意見なし
1990年春 44% 40% 16%












































第３節：小括                               
 


















































第１節：事例の概要                            
 








者とするアル・カーイダは、2001 年 9 月 11 日、4 機の大型旅客機を同時にハイジャックし、
そのうちの 2 機が、ニューヨークの貿易センタービルに突っ込んだ。マンハッタンのシン
ボルとして知られた 2 本の超高層ビルは跡形もなく崩れ落ち、もう 1 機はワシントンの国
防総省ビルに突入、残りの 1 機はペンシルベニア州の原野に墜落した。権力とも利益とも
異なる狂信的な理想の実現ため、資金と時間をかけて綿密に準備された組織的テロで、合











 「不朽の自由作戦」（Operation Enduring Freedom, OEF）は 911 同時テロの 26 日後、
2001 年 10 月 7 日に始まった。大規模な地上兵力を投入することなく、主に、数百人の特
殊部隊が、アフガン国内の反タリバン勢力である北部同盟を率いて、上空からの圧倒的な
航空支援を受けながら進軍するという戦法をとった。11 月 13 日には首都カブールを制圧、




                                                   
1  “September 11th Fast Facts,” CNN Library, September 8, 2014. <http://edition.cnn.com/ 
 2013/07/27/us/september-11-anniversary-fast-facts/>, accessed on December 17, 2014. 








いた。10 月以降、英国が 4200 人を派兵すると発表したのをはじめ、フランス、ドイツ、
カナダ、オーストラリア、トルコ、オランダなどが次々と地上部隊派遣の意向を表明した3。
2001 年 12 月 20 日には、国連安保理において、国際社会としてアフガン復興を支えること
を定めた安保理決議 1386 号が可決され、国際治安支援部隊（International Security 
Assistance Force, ISAF）が発足する。アフガン新政府の統治が軌道に乗るまでの治安維持
と復興支援を任務とする多国籍部隊で、北大西洋条約機構（NATO）がその指揮権限を引き



















と協力を惜しまない」と発表したのに続き、テロ発生から 8 日後の 2001 年 9 月 19 日には、
具体策として、自衛隊の活用を柱とする「7 項目の措置」を発表した6。 
 
 2001 年 10 月 29 日には「テロ対策特別措置法」が国会で可決される。「国際的なテロリ
                                                   
3  “Operation Enduring Freedom Fast Facts,” CNN Library, June 26, 2014. < http:// 
 edition.cnn.com/2013/10/28/world/operation-enduring-freedom-fast-facts/>, accessed on 
July 25, 2014. 
4  “Q&A: Foreign forces in Afghanistan,” BBC News website <http://www.bbc.com/ 
 news/world-south-asia-11371138>, accessed on July 25, 2014. 
5  谷内正太郎「九・一一テロ攻撃の経緯と日本の対応」『国際問題』（2002 年 2 月）11 頁。 




力することを可能にするものだった7。テロ発生から 1 か月半、法案提出から約 3 週間後の
成立で、日本政府としては「異例のスピード」8だったが、米軍による武力行使が始まって




いう活動だ。2001 年 11 月 9 日、海上自衛隊の先遣隊（補給艦 1 隻、護衛艦 2 隻）が佐世
保を出航した9。現地での初の給油は 12 月 2 日、米軍艦に対して実施された。派遣規模は、









パキスタンなど 11 か国計 50 隻の艦船がこの洋上作戦に参加した10。米海軍をはじめとする
多国籍軍艦船が、不審船への乗船検査や物資押収を実施し、海上自衛隊は多国籍軍艦船へ
の燃料や水の提供のみを担当した。任務達成度の量的な指標としては、2001 年 12 月から
2007 年 10 月の約 6 年間に 794 回、年平均 132 回の給油を行ったとする資料を防衛省が公
表している11。 
 
 日本はまた、2002 年 1 月 21～22 日、東京でアフガン復興支援国国際会議を開催した。
日本、米国、欧州連合（EU）、サウジアラビアによる共催という形をとったが、日本政府
が積極的に自国開催を申し出たものだった。会議には 61 か国、21 機関が参加し、総額 45
億ドルの資金援助が表明された12。日本は、2 年半で 5 億ドルを提供する用意があると発表
した。これに先立ち、アフガン安定化のカギを握る隣国パキスタンにも、経済支援として 2
年で 3 億ドルを提供する計画を表明していた。 





8  大森『我が国の国防戦略』163 頁。 
9  「対米支援、海自艦３隻、佐世保からインド洋へ出航」『読売新聞』2001 年 11 月 9 日（夕
刊）。 
10  勝股秀通「インド洋で想定される最悪のシナリオ」谷内正太郎編『論集：日本の安全保障
と防衛政策』（ウェッジ、2013 年）124 頁。 
11  Ministry of Defense, “Defense Policy: The Replenishment Support Special Measures 
Law,” Japan Defense Focus, vol. 9, April 2008. 





業計画の下で、「武装解除、動員解除、社会復帰」（Disarmament, Demobilization, and 
Reintegration, DDR）と呼ばれる事業の運営を担当した13。各地で実権を握る軍閥勢力が保
持していた武器を回収し、元兵士たちに職業訓練などを施して社会復帰を促進する作業で






























                                                   
13  上杉勇司、篠田英朗、瀬谷ルミ子、山根達郎「アフガニスタンにおける DDR：その全体像
の考察」広島大学連携融合事業研究報告書、2006 年 3 月。 
14  外務省「日本のアフガニスタンへの支援：自立したアフガニスタンに向けて」［アフガニス
タンに関する東京会合］での配布資料、2012 年 7 月。 

































                                                   
16 「連載、世界の危機・日本の責任、新たな挑戦（中）日米防衛協力」『読売新聞』2001 年
10 月 31 日。 
17 マイケル・アマコスト「緊密な日米新時代の構築に向けて：中国の台頭・経済連携・人的
交流」Nippon.com、2012 年 6 月 11 日<www.nippon.com/ja/simpleview/?post_id=9242> 
 2013 年 2 月 28 日アクセス。 
18 筆者によるインタビュー（2013 年 5 月 31 日、東京で）。 
19 作戦名は Operation Earnest Will。1987 年半ばから 88 年半ばにかけ、米主導の多国籍軍
が、ペルシャ湾において、主にクウェートのタンカーをイラン軍の攻撃から守った。なお、
アーミテージは、筆者のインタビューでは作戦名を「Frequent Winds」だと話したが、記





























 最大時で補給艦 2 隻を含む艦船 5 隻という軍事支援の規模については、それを理由にし
た評価は聞かれなかった。アフガニスタン向けとパキスタン向けの援助総額 8 億ドルとい
う資金規模についても同じだった。当時の国防副次官リチャード・ローレス（Richard P. 




                                                                                                                                                     
オーストラリアが支持表明にとどまらず、実際に危険な任務に参加したことで、作戦への
国際的信認が高まったとして、オーストラリアの決定を評価している。“Richard L. 
Armitage: why the free ride on US must stop,”The Australian Financial Review, August 
19, 2013. 
20  ジェームス・アワー「第 8 回日米安全保障戦略会議基調講演」安全保障議員協議会ウェブ
サイト、2006 年 8 月 10 日<http://www.ja-nsrg.or.jp/forum2006-8/f2006-8-koenkiroku/ 
 forum8-102-auer.pdf> 2014 年 8 月 18 日アクセス。 
21  "A Review of U.S.-Japan Relations," Subcommittee on East Asian and Pacific Affairs of 








（Brad Glosserman）は、2001 年 10 月 1 日付の執筆記事22で、日本の行動が遅れれば湾岸
戦争の二の舞になるとして、意思決定の遅れを危惧していたが、海自派遣実施後の 2002 年
1月 1日には、小泉政権が予想に反して「タイムリーに行動した」（acted in timely manner）
と驚きをあらわにした23。2001 年 7 月から 2005 年 2 月まで駐日大使を務めたハワード・
ベーカー（Howard H. Baker, Jr.）も、911 米同時テロ後の日本の対応を「きっぱりとして
迅速」（unequivocal and prompt）だったと称賛した24。 
 
















                                                                                                                                                     
Government Printing Office, September 29, 2005. ローレスは 2002～07 年の国防副次官
（アジア太平洋担当）。 
22  Brad Glosserman, "U.S.-Japan Relations: Battling the ‘Koizumi Syndrome’," 
Comparative Connections, vol. 3, no. 3 (October 1, 2001) pp. 19-27. 
23  Brad Glosserman, "U.S.-Japan Relations: Making History the Hard Way," Comparative 
Connections, vol. 3, no. 4 (January 1, 2002). 
24 U.S. Department of State, “Transcript: U.S. Thanks Japan for its Antiterrorism 
Support; Remarks by Amb. Baker in Tokyo,” September 10, 2002. 
25 Glen S. Fukushima「特別講演 U.S.-Japan Relations in the Post-September 11 Era」『ア
ジア太平洋地域の構造変動における米国の位置と役割に関する総合的研究ニューズレター』
vol. 4, no. 1（Spring 2002）<http://www.cpas.c.u-tokyo.ac.jp/kaken/03nl/vol_4_1.pdf>2013
年 9 月 21 日アクセス。 
26 筆者によるインタビュー（2013 年 12 月 11 日、ワシントンで）。クローニンは米国防大学














 リチャード･ブッシュ（Richard C. Bush III）28も、よく似た表現を使って海自インド洋
派遣を評価した。「世界情勢において（日本が）より正常な役割を果たすための一歩」














                                                                                                                                                     
American Security（CNAS）アジア太平洋プログラム上級部長。 







済新聞出版社、2009 年）138 頁。 
28 Director of Center for East Asia Policy Studies, the Brookings Institution. Author of The 
Perils of Proximity: China-Japan Security Relations (Brookings Institution Press, 
2010). 
29  筆者によるインタビュー（2013 年 10 月 30 日、ワシントンで）。 
30 駐日米国大使（2005 年 4 月～2009 年 1 月）。 




































                                                                                                                                                     
United States in Tokyo website, January 14, 2009, <http://japan.usembassy.gov/ 
 e/p/tp-20090114-71.html>, accessed on September 4, 2013. 













9 月 15 日にワシントンで行われた柳井俊二駐米大使との会談で、「ショー・ザ・フラッグ」
という表現を使って日本に参戦を求めたのは、湾岸戦争のような事態を避けたかったから
だという34。もしも日本が再び小切手外交に終始した場合、「（日本との）同盟関係を尊重す
る意識は損なわれただろう」（There would be less respect in the alliance）と語っており、
シーファーらと同様に米国世論への影響を気にしていたことが分かる。 
 




















                                                   
34  この会談でアーミテージが本当に「ショー･ザ･フラッグ」という表現を使ったかどうかに
ついては諸説あるが、筆者による 2013 年 5 月 31 日のインタビューでは、「実際にそのフ
レーズを使ったのですか」という質問に対して、「Absolutely」（確かに言った）と述べて
いる。 
35  幼少時から 10 代後半まで日本で育ったため、母国語（英語）並みに日本語を理解でき、知
日派の中でも特に日本社会との個人的な結びつきが強い。日本とトルコの歴史と政治の相
関を分析した比較研究で博士号取得。Joshua W. Walker, “Shadows of Empire: How 
Post-Imperial Successor States Shape Memories,” Ph.D. dissertation, Princeton 
University, June 2012. 
























詳しく見ていこう。海上自衛隊のインド洋任務が始まってから約 2 か月半後の 2002 年 2 月














                                                   
37  U.S. Department of State, “Transcript: Bush Expresses Confidence in Japanese 
Economy; U.S. President Speaks to Japanese Diet,” distributed by the Office of 






































が始まって 1 年余りが経過した 2003 年 2 月 23 日、東京の米国大使館で記者会見したとき
                                                   
38  U.S. Department of State, “Transcript: Bush, Koizumi on Terrorism, Japan’s Economy 
at Tokyo Briefing; Japan is First Stop in Three-nation Bush Trip to Asia,” distributed by 










want to particularly recognize Japan’s ongoing support to Operation Enduring Freedom, 




 国務省としては、日本のアフガン戦争支援について、2001 年 10 月 25 日、パウエル長官
名で上院外交委に答弁書を提出し、そこでは、当時まだ検討段階だった自衛隊派遣に触れ







 国防総省はどうだったか。911 同時テロから半年の節目にあたる 2002 年 3 月 11 日、国







                                                   
39  Colin L. Powell, "Press Conference from U.S. Embassy, Tokyo," U.S. Department of 
State Archive, February 23, 2003. 




42  Hearing before the Senate Committee of Foreign Relations, "The International 
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43  “Coalition Members Show Solidarity at Pentagon,” American Forces Press Service, 
March 11, 2002. 
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過ぎないとして、発表前に削除されたという説がある。 
49  Hearing of the Senate Foreign Relations Committee, “Subject: Situation in 




































                                                   
50  筆者によるインタビュー（2013 年 11 月 11 日、ワシントンで）。 
51 インタビュー実施時点では米大手防衛関連企業役員。 





















































































                                                   
53  筆者によるインタビュー（2013 年 11 月 19 日、ワシントンで）。フラットーは、2001 年 3









































                                                   



































 海兵隊大将ピーター・ペース（Peter Pace）は、統合参謀本部議長を務めていた 2007 年
                                                   
55  “U.S. Hails Japan’s Military Efforts,” Associated Press, February 4, 2002; and 
“Statement of Admiral Dennis C. Blair, U.S. Navy Commander in Chief, U.S. Pacific 
Command before the House International Relations Committee Subcommittee on East 
Asia and the Pacific and Subcommittee on Middle East and South Asia,” The Avalon 
Project, February 27, 2002. 
56  Thomas B. Fargo, “Operationalizing the Asia-Pacific Defense Strategy,” Joint Force 
Quarterly, issue 32 (December 2002) p. 11. 
57  “Myers: Terrorists Not Interested in the Diversity That Makes US Great,” American 
Forces Press Service, September 16, 2002. 





海軍大将）も、2009 年 10 月の来日中、「中央アジアにおける日本の貢献に特に感謝してい
る。給油任務と、パキスタン軍への支援のことだ」と述べた60。 
 
















アフガン戦争には、最大時で約 50 か国計約 14 万人の多国籍軍部隊が参加した62。2001 年










                                                   
59  “Pace Thanks Japanese for Stand in War on Terror,” American Forces Press Service, 
March 21, 2007. 
60  “Chairman Calls US-Japan Relationship Vital,” American Forces Press Service, 
October 24, 2009. 「パキスタン軍への支援」は、パキスタン海軍艦船への燃料提供を指す。
海自の給油艦が燃料を提供する相手は、活動開始当初は米軍艦船が大半を占めたが、次第
に対象が広がり、この当時はパキスタン艦船の割合が最も大きくなっていた。 
61  Hearing of the Senate Armed Services Committee, “Subject: The Situation in 
Afghanistan,” Federal News Service, March 15, 2011. 



















the Japanese Maritime Self Defense Force set up a refueling station in the Indian 
















 この講演の 7 か月前に行われたインタビューでは、ブレアは「日本はたしか、アフガニ
スタンに医療部隊を派遣したのでは？」と筆者に尋ねた65。 
                                                   
63  筆者によるインタビュー（2013 年 11 月 20 日、ワシントンで）。 
64  “Remarks by Incoming SPFUSA Chairman Blair: Operational Impacts of Japan’s New 
Security Policy and Capabilities on the U.S.-Japan Alliance,” Council on Foreign 
Relations, April 30, 2014. 




 ブレア：「日本はたしか、アフガニスタンに医療部隊を派遣したのでは？」（Japan has…, 
 let’s see, in Afghanistan, I think Japan supplied medical troops, I believe?） 
 筆者： 「いいえ、派遣していません」（No. We didn’t.） 
 ブレア： 「何も？」（Nothing at all?） 
 筆者： 「地上には何も」（Nothing on the ground.） 




























                                                   




67  筆者によるインタビュー（2013 年 12 月 10 日、ワシントンで）。 





 では、給油艦 2 隻という派遣規模は、米国軍人の目にどう映ったのだろうか。水上艦勤
務が長かったマグラスは、日本が派遣した艦船の数ではなく、給油を実施した回数に関心
を示した。2001 年 12 月～2007 年 10 月の約 6 年間に、海自補給艦が 794 回（年平均 132
回）の給油を行ったとする防衛省の資料69について、「これは重大な貢献だ」と感想を述べ
た。支援のタイミングについては、ブレアが、インド洋派遣とアフガン支援会議開催を「タ
イムリーで有意義、かつ可視的な貢献」（timely, meaningful, and visible contribution）と
評価した70。もっとも、規模とタイミングに関する米軍人の評価が聞かれたのはこの程度で
























                                                   
69  Ministry of Defense, “Japan's Replenishment Support Activities in the Indian Ocean,” 
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70  “U.S. Hails Japan’s Military Efforts,” Associated Press, February 4, 2002; and 
“Statement of Admiral Dennis C. Blair, U.S. Navy Commander in Chief, U.S. Pacific 
Command before the House International Relations Committee Subcommittee on East 
Asia and the Pacific and Subcommittee on Middle East and South Asia,” The Avalon 
Project, February 27, 2002. 
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73  防衛省「日本による『テロとの闘い』への取組」<http://www.mod.go.jp/rdb/hokkaido/ 
 oshirase/boueiseminar/seminersiryou13.pdf>2013 年 9 月 24 日アクセス。 









































                                                   











不朽の自由作戦が始まって間もない 2001 年 10 月 25 日の上院外交委員会で、民主党議員ジ














止対策が協議された 2002 年 2 月の上院外交委員会の予算審議で、共和党議員ジェシー・ヘ










                                                   
76  Hearing before the Senate Committee on Foreign Relations, “The International 
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77  “Japan-U.S. Relations: Issues for the 107th Congress,” Issue Brief for Congress, 
Congressional Research Service, June 20, 2002. 
78  Hearing of the Senate Foreign Relations Committee, "Subject: The Fiscal Year 2003 








































                                                   
79  筆者によるインタビュー（2013 年 11 月 19 日、ワシントンで）。 
80  Hearing before the Senate Committee on Foreign Relations, “What’s Next in the War on 








































                                                   
81  筆者によるインタビュー（2014 年 2 月 21 日、京都で）。 




































大性」（scale and magnitude）「関与のタイミング」（timing of the involvement）「関与の
形」（feature of the involvement）において目立つものではなかったために、「正当性付与」
の効果をもたらすには至らなかったと見ている。負担共有に関しても、「ドイツは理性的に
期待できる範囲内のことは十分にやったと思うし、日本も、おそらくそれに近いことをし
                                                   
83  筆者によるインタビュー（2013 年 11 月 12 日、ワシントンで）。 
84  筆者によるインタビュー（2013 年 11 月 12 日、ワシントンで）。 
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85  筆者によるインタビュー（2013 年 11 月 29 日、ニューヨークで）。 
86  筆者によるインタビュー（2013 年 11 月 6 日、ワシントンで）。 
































戦争に関しては、日本の対応が注目を浴びる局面はほとんどなかった。2001 年 9 月 11 日
の同時テロ発生以降、米軍のアフガン攻撃開始（10 月 7 日）、テロ対策特措法成立（10 月
29 日）、タリバン政権崩壊（11 月 13 日）、海自による初めての給油実施（12 月 2 日）、東





                                                   
88  外務省「米国における対日世論調査（有識者の部）」2002 年 6 月。 
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はいわゆる雑報的な短い記事だが、テロ対策特措法が成立した 2001 年 10 月 29 日には長尺
の記事で詳報した91。憲法上の制約、国内の反対論、湾岸のトラウマといった国内事情に触
れながら、法案可決が異例のスピードだったこと、ブッシュ政権が歓迎していること、軍







外的な記事だった。海自の先遣隊出航の 3 日後、2001 年 11 月 12 日に掲載されたこの社説
93は、洋上での補給活動という支援内容について、「同盟国の行動としては一見、地味だが、
アジアにおいて、そして第２次大戦以来一度も国外の戦争に軍隊を派遣したことがない日
                                                   
89  “As Alliance Shift, Japan’s Military Role is Widening,” The Washington Post, September 
28, 2001. 
90  “Ex-Axis Powers Recast Foreign Military Roles,” The Washington Post, November 30, 
2001. 
91  “Japan loosens postwar restrictions on military, allows it to help with anti-terrorism 
campaign,” Associated Press, October 29, 2001. 
92  “Japan sailing into uncharted waters as naval detachment ordered to join war on 
terrorism,” Associated Press, November 8, 2001; “As warships sail, Japan rallies behind 
mission to back war on terrorism,” Associated Press, November 9, 2001. 
93  “Editorial: Japan Gets Serious about its Global Role,” San Jose Mercury News, 



























ほかは特に続報もなく、12 月 2 日に現地で給油が始まった後も、自衛隊派遣を正面から取
り上げることはなかった。12 月 7 日にバージニア州ノーフォークで行われた真珠湾攻撃 60
周年式典の様子を報じた記事97では、「両国海軍は、今ではテロとの戦いを共に戦っている」
というブッシュ大統領の発言を引用したが、海上自衛隊がインド洋で補給支援に従事して




                                                   
94  “Japan Provides Refueling, Support Ships to U.S. War on Terror,” CNN transcript, 
Lexis-Nexis Academic, February 19, 2002. 
95  “U.S. Accuses the Japanese of Inflexibility on Trade Talks,” The New York Times, 
October 31, 2001. 
96  “A Nation Challenged: Other Nations; Troops on Call,” The New York Times, November 
30, 2001. 
97  “A Nation Challenged: The President; Remembering Pearl Harbor, Bush Ties It to the 
Current Campaign,” The New York Times, December 8, 2001. 
98  “Bush Affirms U.S. Role in Asia in New ‘Pacific Century’,” The New York Times, 































 ＡＰ通信は 10 月 29 日配信の記事で、テロ対策特措法の成立が「異例の早さ」（unusual 









                                                   








































                                                   
100  “Ex-Axis Powers Recast Foreign Military Roles,” The Washington Post, November 30, 
2001; “Japan sailing into uncharted waters as naval detachment ordered to join war on 


















施された後の 2002 年春の調査では、67％に増えた（表 3-1）。日本の支援を肯定的に評価
したと解釈できなくもない。 
 




の割合は 21％から 29％に増えた（表 3-2）。この数字をとれば、日本の支援を否定的に評価
したと解釈できなくもない。 
 





なかった（表 3-3）。「果たしていない」は 65％から 67％に少し増えたが、サンプルエラー
（±3％）の範囲内である。 
■表3-1　質問：日本は信頼できる友邦であると考えるか。
2000年春 2001年春 2002年春 2003年春 2004年春 2005年春 2006年春
信頼できる 60 61 67 67 68 72 69
信頼できない 24 22 23 22 21 21 22
意見なし 16 17 10 11 11 7 9
（数字は％。外務省調べ）
■表3-2　質問：日本はその経済力にふさわしい重要な国際的役割を果たしていると思うか。
2000年春 2001年春 2002年春 2003年春 2004年春 2005年春 2006年春
果たしている 67 64 59 56 60 60 68
果たしていない 18 21 29 33 29 29 25





































2000年春 2001年春 2002年春 2003年春 2004年春 2005年春 2006年春
果たしている 27 26 26 25 31 31 35
果たしていない 64 65 67 70 64 64 56
わからない 9 9 7 5 5 5 9
（数字は％。外務省調べ）
■表3-4　質問：経済援助で日本は重要な役割を果たしていると思うか。
2000年春 2001年春 2002年春 2003年春 2004年春 2005年春 2006年春
果たしている 27 26 28 22 30 34 36
果たしていない 58 62 63 68 60 59 52




























第１節：事例の概要                            
 






















の急先鋒となった。2002 年 11 月 9 日には、国連安保理で、イラクに即時、無条件、無制
限の査察の受け入れを求めた安保理決議 1441 が可決されたが、武力による制裁を容認する
ものではなかった。米国は結局、独仏を説得できず、最終的には、湾岸戦争の開戦の根拠
となった安保理決議 678（1990 年 11 月採択）を持ち出してまで、新たな戦争の正当性を主
張した。決議 1441 と合わせれば、武力行使は容認されるという一方的な解釈だった。 
 
 英国、スペインのほか、東欧諸国は大半が米国支持に回った。ブッシュ政権はこれらの
国々を「有志連合」（coalition of the willing）と位置づけ、米軍単独ではなく、多国籍軍に









 イラクは、人口約 3300 万人のうち、イスラム教シーア派が約 6 割、アラブ系スンニ派が







れ上がり、2011 年末の完全撤退までに、米軍の死者数は 4487 人にのぼった2。 
 
 開戦を支持した国の多くは、日本を含めて、米国の要請に応じて兵員を派遣した。特に
英国は、開戦当初から 4 万人の地上部隊を送り込み、2009 年 7 月まで、6 年間にわたって
イラクにとどまった。その間の兵員の死者数は 179 人にのぼった。初期段階の戦闘に参加
したのは、実態としては英国 1 国のみだったが、その後は 37 か国が多国籍軍に名を連ね、
各地の治安維持にあたった3。米英以外の主だった地上部隊は、最大時で韓国が 3600 人、














規模な航空部隊派遣の 4 種類だった。 
 
 2003 年 3 月 17 日、米国がイラクに対して武力行使の最後通牒を発すると、その 3 時間
                                                   
1  共同通信社編『世界年鑑 2012』（共同通信社、2012 年）264 頁。 
2  Michael E. O’Hanlon and Ian Livingston, “Iraq Index: Tracking Variables of 
Reconstruction & Security in Post-Saddam Iraq,” Brookings Institution, January 31, 
2011. 
3  Stephen A. Carney, “Allied Participation in Operation Iraqi Freedom,” Center of 
Military History, September 30, 2011. 











 小泉首相が自衛隊のイラク派遣を決断したのは、2003 年 5 月中旬ごろだったとされる7。
5 月 23 日にテキサス州クロウフォードにあるブッシュの牧場に招かれた際には、「国力にふ
さわしい貢献」をすると伝えた8。前日の 5 月 22 日には、国連安保理で、イラクの安定・
安全の改善に取り組むようすべての国連加盟国に求めた決議 1483 が可決され、日本として
は参加しやすい環境が整った。政府は、当時国会で審議中だった有事法制の成立を待った




 イラク支援特措法は 7 月 26 日に成立したが、政府が実際に陸上自衛隊への派遣命令を出




2004 年 1 月 19 日、陸自の先遣隊 30 人がサマワに到着する。本隊総勢 600 人弱が現地にそ








年 7 月に撤収した。 
 
                                                   
5  「対イラク武力行使、小泉首相、米支持を表明、国民の安全確保など指示」『読売新聞』2003
年 3 月 18 日（夕刊）。 
6  「イラク戦争開戦、小泉首相、米支持を表明」『読売新聞』2003 年 3 月 20 日（夕刊）。 
7  森本敏編「イラク戦争と自衛隊派遣」（東洋経済新報社、2004 年）263 頁。 
8  同上、264 頁。 
9  防衛省「イラクにおける人道復興支援活動及び安全確保支援活動の実施に関する特別措置
法に基づく対応措置の結果」国会への報告資料、2009 年 7 月。 
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 航空自衛隊には、2003 年 12 月 19 日に派遣命令が出されたが、実際の活動開始は 2004
年 3 月 3 日だった。C-130 輸送機 3 機と人員約 200 人がクウェートのアリ・アルサレム飛
行場に拠点を構え、陸自部隊への補給物資や、人道復興関連物資・人員のイラク国内への
輸送を担った。陸自撤収後は任務を拡大し、バグダッドや北部アルビルに国連の復興支援
活動向け物資を届けた。2008 年 12 月の撤収までにクウェートとイラク間を往復した回数
は 821 回にのぼった10。 
 





け、10 月 24 日にマドリードで開かれたイラク復興支援国会議などの機会を活用して対外的
にアピールした。 
 






















                                                   
10  同上。 


































                                                   






経験に期待」『世界週報』（2005 年 8 月 2 日）16-17 頁。 
14  「イラク支援会議、アラブ諸国も拠出表明 米、ＥＵ含め計 380 億ドルに」『読売新聞』2003
年 10 月 25 日。 

















う。駐日大使ハワード・ベーカー（Howard H. Baker Jr.）は、陸自サマワ派遣に関する閣
議決定直前の 2003 年 12 月 4 日、自衛隊をイラクに派遣することは「巨大な象徴的意義」
（enormous symbolic significance）があり、「対テロ連合が世界 2 番目の経済規模を持つ
国の完全参加を得た」ことを意味すると語った。さらに、「300 人でも、1000 人でも、3 万
人でも、それはほとんど問題ではない」（I don’t think it matters so much whether it’s 300 
people or 1,000 or 30,000）と述べ、兵員を派遣するという行為自体に意味があるのであっ
て、派遣される兵員の規模は重要ではないとの認識を示した。 
 
 ベーカーには、支援のタイミングにまつわる逸話もある。イラク戦争開戦（2003 年 3 月











                                                   
16  Michael J. Green, "The Iraq War and Asia: Assessing the Legacy," Washington 
Quarterly, vol. 31, no. 2 (Spring 2008) pp. 181-200. グリーンは 2001～05 年、ブッシュ政
権で国家安全保障会議（NSC）日本・朝鮮担当部長や東アジア担当大統領特別補佐官を務
めた。 
17  読売新聞政治部『外交を喧嘩にした男』176 頁。 





 ベーカーの後任として、2005 年 4 月に駐日大使に就任したトーマス・シーファー（J. 


















 当時の国務副長官リチャード・アーミテージ（Richard L. Armitage）は、サンフランシ
スコで行われた 2012 年 3 月の講演で、陸自イラク派遣について「ぜひとも実現して欲しか












                                                   
19  "Ambassador Schieffer Addressses Japan National Press Club," U.S. Embassy in Japan 
website, July 20, 2005, <http://japan2.usembassy.gov/e/p/tp-20050720-70.html> , 
accessed on October 5, 2014. 
20  "A Shift in Focus: The 18th Japan-US Security Seminar," Issues & Insights, vol. 12, no. 






















派遣の決定について、「優先順位を誤った」（a case of misplaced priorities）として、否定
的な評価を下した21。その理由は「（日米）同盟内に緊張を生みかねない」（could lead to 















                                                   
21  Christopher Preble, "A Plea for Normalcy," The National Interest, vol. 85 (Fall 2006) pp. 
72-76. プレブルはテンプル大学教授（歴史学）などを経てケイトー研究所で外交・安全保
障研究に従事。著作に Two Normal Countries: Rethinking the U.S.-Japan Strategic 



























                                                   
22  “The United States and Japan: Advancing Toward a Mature Partnership,” INSS Special 
Report, October 11, 2000. アーミテージやナイを中心に、超党派の日本研究者らで構成さ
れた研究グループによって作成された。メンバーは以下の通り。Richard L. Armitage, 
Armitage and Associates; Dan E. Bob, Office of Senator William V. Roth, Jr.; Kurt M. 
Campbell, Center for Strategic and International Studies; Michael J. Green, Council on 
Foreign Relations; Kent M. Harrington, Harrington Group LLC; Frank Jannuzi, 
Minority Staff, Senate Foreign Relations Committee; James A. Kelly, Pacific Forum, 
Center for Strategic and International Studies; Edward J. Lincoln, Brookings 
Institution; Robert A. Manning, Council on Foreign Relations; Kevin G. Nealer, 
Scowcroft Group; Joseph S. Nye, Jr., JFK School of Government, Harvard University; 
Torkel L. Patterson, GeoInSight; James J. Przystup, Institute for National Strategic 
Studies, National Defense University; Robin H. Sakoda, Sakoda Associates; Barbara P. 
Wanner, French and Company; and Paul D. Wolfowitz, Paul H. Nitze School of 
Advanced International Studies, The Johns Hopkins University. 
23  小林雅一『欧米メディア・知日派の日本論』（光文社、2006 年）245 頁。リンカーンはブ
ルッキングス研究所上級研究員、在日米国大使館経済担当特別補佐官（1993-96 年）、ニュ
ーヨーク大学日本経営経済研究所長などを歴任。著書に Japan Facing Economic Maturity 
(Brookings Institution Press, 1988)など。 
24  Brad Glosserman, "U.S.-Japan Relations: Mr. Koizumi's Mandate," Comparative 





































                                                   
25  Kurt M. Campbell, Nirav Patel, and Richard Weitz, “The Ripple Effect: Japan's 
Responses to the Iraq War,” Working paper (Center for a New American Security, 
October 2008). キャンベルはクリントン政権の国防次官補代理（アジア太平洋担当、
1995-2000 年）、オバマ政権の国務次官補（東アジア太平洋担当、2009-13 年）。 






























 国防総省も形態を重視していた節がある。国防長官ドナルド・ラムズフェルドは 2003 年







                                                   
27  外務省「日米首脳会談の概要」2003 年 5 月 26 日。 
28  森本『イラク戦争と自衛隊派遣』263 頁。 
29  Penn, Japan and the War on Terror, p. 84. 
30  Hearing before the Senate Committee on Armed Services, "Lessons Learned during 
Operation Enduring Freedom in Afghanistan and Operation Iraqi Freedom, and 
Ongoing Operations in the United States Central Command Region," The U.S. 

































                                                   
31  例えば、2005 年 10 月 6 日の National Endowment for Democracy での大統領演説。James 
Phillips, “Bush Speech Clarifies the War against Terrorism,” Heritage Foundation Web 
Memo #878, October 7, 2005, < http://www.heritage.org/research/reports/2005/10/bush- 
 speech-clarifies-the-war-against-terrorism>, accessed on October 23, 2014. 
32  "Remarks by the President upon Arrival; the South Lawn," The White House, 
September 16, 2001. 演説に続く報道陣との質疑応答の中で「This crusade, this war on 
terrorism is going to take a while」と述べた。 
33  “Europe cringes at Bush ‘crusade’ against terrorists,” The Christian Science Monitor, 
September 19, 2001. 
34  "An Interview with Assistant Secretary of Defense for Special Operations and 
Low-Intensity Conflict Thomas W. O'Connell," Joint Force Quarterly, vol. 44 (January 










 最大時 600 人という陸自サマワ派遣部隊の規模、または軍用輸送機 3 機という空自クウ
ェート派遣部隊の規模を理由にした当局者の評価は見当たらなかった。50 億ドルの資金支
援については、国家安全保障担当大統領補佐官コンドリーザ・ライス（Condoleezza Rice）
























                                                   
35  “U.S. allies rethinking roles in Iraq after surge in attacks,” Associated Press, November 
13, 2003. 
36  読売新聞政治部『外交を喧嘩にした男』171 頁。 



































                                                   
38  読売新聞政治部『外交を喧嘩にした男』169 頁。 
39  同上。 
40  “Remarks by the Deputy Secretary of Defense, the Honorable Gordon R. England,” U.S. 
Department of Defense, October 2006. 
41  "U.S. Relations with Japan: Remarks to the Senate Foreign Relations Committee." U.S. 
Department of State Archive, September 29, 2005. 
42  "Meetings held by Prime Minister Junichiro Koizumi and Minister for Foreign Affairs 
Yoriko Kawaguchi of Japan with Assistant to the President for National Security 
Affairs Condoleezza Rice of the United States of America (Summary)," Ministry of 



































                                                   
43  Brad Glosserman, "U.S.-Japan Relations: A Dream of a Quarter," Comparative 
Connections, vol. 8, no. 2 (July 14, 2006). 
44  "After the War: The Allies; Japan Authorizes Troops for Iraq; First Forces in War Zone 
since '45," The New York Times, July 27, 2003. 
45  "Secretary Colin L. Powell: Roundtable with Japanese Journalists," U.S. Department of 
State Archive, October 24, 2004. 
46  Committee on House Foreign Affairs Subcommittee on Asia, the Pacific, and the Global 
Environment, "An Overview of U.S.-Japan Relations," CQ Congressional Testimony, 
































の承認獲得を目指した48。大統領による 2002 年 9 月 12 日の国連総会演説を手始めに、二
国間、多国間を問わず様々な対話経路を通じて、国際社会に対する説得工作を仕掛けた。




（1990 年 11 月採択）を武力行使の根拠とする説明がなされたが、苦しまぎれにこじつけ
                                                   
47  柳澤『官邸のイラク戦争』111 頁。 





 ブッシュ政権はまた、英国、スペイン、ポーランドなど「有志連合」（Coalition of the willing）
の賛同を得ていることを根拠に、武力行使は国際社会の信認を得ていると主張した。2005
年には、「有志連合連帯基金」（Coalition Solidarity Fund）なる総額 2 億ドルの資金提供メ
カニズムを創設し、ポーランドやエストニアなど東欧諸国によるイラク派兵、およびアフ
ガン派兵を助成した50。例えば、エストニアは、イラクに約 40 人、アフガニスタンに約 80
人を派兵し、その費用として 250 万ドルを米国が負担した。エストニアは、冷戦終結から






















                                                   






50  Patricia Weitsman, "The High Price of Friendship," The New York Times, August 31, 
2006. 
51  Ibid. 
52  Anthony Faiola and Sachiko Sakamaki, “Japan Extends Iraq Mission Up to a Year; 
Government Set to Unveil Revamped Defense Strategy,” The Washington Post, 











（Richard B. Myers、空軍大将）は、陸自部隊がイラクに向けて出発する 4 日前の 2004 年






 米中央軍司令官ジョン・アビザイド（John P. Abizaid、陸軍大将）は 2004 年 11 月 16
日、サマワの陸自部隊を訪問し、「彼らをここに歓迎し、彼らがチームの一員であることを
嬉しく思う」と述べた54。視察の印象については「日本軍は非常にプロフェッショナルで、
よく統制されており、世界で最も能力の高い軍隊の一つだ」（The Japanese military is very 















                                                   
53  “Japan Decision to Send Troops to Iraq 'Historic' Myers Says,” American Forces 
Information Service, January 12, 2004. 
54  “Japanese Troops Welcome Abizaid in Samawah, Iraq,” American Forces Information 
Service, November 16, 2004. 
55  “Pace Thanks Japanese for Stand in War on Terror,” American Forces Information 






















次に、第 2 海兵遠征旅団司令官（2006～08 年）としてイラク作戦に従事した海兵隊大将ジ

















                                                   
56  筆者によるインタビュー（2013 年 12 月 9 日、ワシントンで）。 
57  筆者によるインタビュー（2013 年 12 月 10 日、ワシントンで）。 
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務めた陸軍大佐トム・レナード（Tom Leonard）は「50 人の部隊を 6 か月だけ送りたいと




































                                                   
58  筆者によるインタビュー（2013 年 12 月 3 日、ワシントンで）。 























という意味だ。もう一つの期待は「米軍部隊の必要性を相殺すること」（to offset the 

















                                                   
























みれば「恩恵が弊害をはるかに上回る」（The benefits far outweigh the obstacles）からで












当時、イラク戦争とアフガン戦争の関連で「winning hearts and minds」という言い回しが
よく使われた61。現地住民の心をつかむという意味である。あまりに頻繁に使われたため、
                                                   
61  2004 年 6 月 15 日には、下院政府改革委員会が「Iraq: Winning Hearts and Minds」とい
うテーマで公聴会を開いた。Hearing before the Committee on Subcommittee on National 
Security, Emerging Threats and International Relations of the Committee on 








































                                                                                                                                                     
U.S. Government Printing Office, H. HRG. 108-233, June 15, 2004. 
62  Thomas Henriksen, WHAM: Winning Hearts and Minds in Afghanistan and Elsewhere, 































 筆者が 2013～14 年に行ったインタビューでは、ジム・センセンブレナー（Jim 
                                                   
63  Richard P. Cronin, Japan's Self-Defense Forces in Iraq: Motivations, Constraints, and 
Implications for U.S.-Japan Alliance Cooperation, CRS Report for Congress, RS21816 
(Congressional Research Service, April 30, 2004). 
64  Post-War Iraq: Foreign Contributions to Training, Peacekeeping, and Reconstruction, 
CRS Report for Congress, RL32105 (Congressional Research Service, June 18, 2007). 
65  Stabilizing and Rebuilding Iraq: Coalition Support and International Donor 
Commitments. Report prepared for House Committee on Foreign Affairs, Subcommittee 
on International Organization, Human Rights, and Oversight, GAO-07-827T 
(Government Accountability Office, May 9, 2007). 
66  U.S. House of Representatives,"House Resolution 508," U.S. Government Printing 
Office, Sept. 5, 2007. 
67  「米下院が対日称賛決議、対テロ戦支援に謝意、『慰安婦』とバランス」『読売新聞』2007



















年 10 月 10～11 日に上下両院で採決が行われた武力行使承認決議案への賛否は、上院では
賛成 77、反対 23、下院では賛成 296、反対 133 だった68。当初は賛成したが、後に「判断
を誤った」として反対に転じた議員も少なくない。アフガン攻撃の是非をめぐって行われ















                                                   
68  「米下院、対イラク武力行使を容認、賛成 296、反対 133 で可決」『読売新聞』2002 年 10
月 11 日（夕刊）。「対イラク武力容認、米上院も決議」『読売新聞』2002 年 10 月 12 日。 
69  「米上院、武力報復承認を決議、400 億ドル緊急支出も」『読売新聞』2001 年 9 月 15 日。
「対テロ軍事行動でパキスタン全面協力、報復へ態勢固め、米国務長官が言明」『読売新聞』
2001 年 9 月 16 日。 
70  筆者によるインタビュー（2014 年 2 月 21 日、京都で）。 
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とし、ブッシュ政権が「有志連合」（Coalition of the willing）と呼んだ多国籍軍は、実態
は「強制連合」（Coalition of the coerced）だったと持論を述べた71。 
 
 デラハントは、日本の自衛隊派遣については「ブッシュ政権が『我々の多国籍軍はグロ
ーバルなものだ』と言える状況を作った」（It created the opportunity for the Bush 
administration to say “We have this global coalition”）と見る。派遣部隊の規模が「500
人ではなく 50 人だったとしても、ブッシュ政権は満足しただろう」「重要なのは見栄え





























                                                   
71  筆者によるインタビュー（2013 年 11 月 19 日、ワシントンで）。 
72  筆者によるインタビュー（2013 年 12 月 2 日、ワシントンで）。 
73  "The Iraq Vote: Howard Berman's Most Momentous Achievement Is One He's Come to 






























背景事情について、「世論の 63％は 12 月半ばの期限を越えて延長するべきではないと感じ
ていた。つまり、小泉は、任務の延長を選択することで、世論の抵抗をはねつけたのだ








                                                   
74  Duncan Currie, “The Other Special Relationship: Koizumi goes out on a limb for Bush,” 
The Weekly Standard, vol. 10, no. 14, December 20, 2004. 
75  筆者によるインタビュー（2013 年 11 月 6 日、ワシントンで）。サウスワースの所属団体は
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ち（soldiers who don’t fight）を警護するより、はるかに重要な任務である」 




                                                                                                                                                     







































                                                   
76  Doug Bandow, “Shifting Defense Responsibilities to Japan,” The American Spectator, 
June 28, 2006. 
77  Doug Bandow, “Bush can still say no to war with Iraq,” Australian Financial Review, 



















 地上部隊派遣という支援形態か、あるいは 600 人という規模か、あるいは開戦の約 10 か
月後という実施のタイミングか。米メディアはそのいずれを否定的にとらえたのだろうか。
陸自サマワ派遣の決定を伝えた 2003 年 12 月 10 日のニューヨーク・タイムズ78は、「日本
がイラクに地上部隊 600 人派遣へ」との見出しで、地上部隊の派遣であることを強調した。













 規模はどうか。2003 年 12 月 10 日のニューヨーク・タイムズ80は、サマワへの自衛隊派
                                                   
78  Norimitsu Onishi, "Japan Commits Itself to Sending up to 600 Ground Troops to Iraq," 
The New York Times, December 10, 2003. 
79  陸上自衛隊の海外派遣は 1992 年のカンボジアが最初だが、国連の平和維持活動の枠外での
派遣、あるいは、交戦状態が続いている国への派遣はイラクが初めてだった。多くの米メ
ディアはそうした説明を省略し、単に「戦後初の海外派兵」と伝えた。 




ブッシュ政権にとって「大きな外交的勝利」（big diplomatic victory）にあたると指摘した。 
ほかのメディア報道でも、550 人、ないしは 600 人という規模に関しては、ほぼ必ず言及
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83  Anthony Faiola, “Japan Plans to Bring Troops Home as Iraqis Take Over,” The 
Washington Post, June 20, 2006. 
第４章：イラク戦争と地上部隊派遣 
142 































                                                   
84  Norimitsu Onishi, “Japan’s Troops Proceed in Iraq without Shot Fired,” The New York 
Times, October 6, 2004. 執筆者の Onishi は、ニューヨーク・タイムズ公式サイトの記者
紹介によると、東京近郊生まれで日本語を話すが、モントリオールで育ち、1992 年にプリ
ンストン大学を卒業後、一貫して米国の新聞社で勤務している。<http://topics.nytimes. 
 com/top/reference/timestopics/people/o/norimitsu_onishi/index.html>, accessed on 
October 27, 2014. 
85  Norimitsu Onishi, “Japan at Military Crossroads with Troops on Duty in Iraq,” The 
New York Times, December 5, 2004. 
86  Bruce Wallace, “Deployment Allows Japan to Show the Flag Overseas,” Los Angeles 









than name only）であり、サマワの日本部隊はその象徴であるとの位置づけだった。 
 





















る――この 4 点だった。 
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渉をコミカルに描写した。Evan Thomas and Hideko Takayama, “Japan’s Unknown 
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春は 67％、実施後の 2004 年は 68％で、ほとんど変化がなかった（表 4-1）。 
 




との回答が、56％から 60%に増え、「果たしていない」は 33％から 29％に低下した（表 4-2）。
安保分野に限った場合の回答は、「果たしている」が、支援実施前の 25%から 6 ポイント伸
びて 31％、「果たしていない」が 70％から 6 ポイント減って 64％になった（表 4-3）。 
 
    




施前にわずか 22％だったのが、実施後は 8 ポイント上昇して 30％になった（表 4-4）。「果
たしていない」も 8 ポイント低下し、68％だったのが 60％になった。 
 
    
■表4-1　質問：日本は信頼できる友邦であると考えるか。
2000年春 2001年春 2002年春 2003年春 2004年春 2005年春 2006年春
信頼できる 60 61 67 67 68 72 69
信頼できない 24 22 23 22 21 21 22
意見なし 16 17 10 11 11 7 9
（数字は％。外務省調べ）
■表4-2　質問：日本はその経済力にふさわしい重要な国際的役割を果たしていると思うか。
2000年春 2001年春 2002年春 2003年春 2004年春 2005年春 2006年春
果たしている 67 64 59 56 60 60 68
果たしていない 18 21 29 33 29 29 25
わからない 15 15 12 11 11 11 7
（数字は％。外務省調べ）
■表4-3　質問：安全保障分野（PKO、テロ対策を含む）で日本は重要な役割を果たしていると思うか。
2000年春 2001年春 2002年春 2003年春 2004年春 2005年春 2006年春
果たしている 27 26 26 25 31 31 35
果たしていない 64 65 67 70 64 64 56
わからない 9 9 7 5 5 5 9
（数字は％。外務省調べ）
■表4-4　質問：経済援助で日本は重要な役割を果たしていると思うか。
2000年春 2001年春 2002年春 2003年春 2004年春 2005年春 2006年春
果たしている 27 26 28 22 30 34 36
果たしていない 58 62 63 68 60 59 52









な役割を果たしていないと考えていたという数字も無視できない（表 4-3）。米国民の 6 割
以上が、日本のイラク支援を否定的に評価したということだろうか。 
 















第３節：小括                               
 
 イラク戦争に関する日本の支援は、形態は「地上部隊派遣を含む支援」、規模は「地上 600
人」「輸送機 3 機」と「資金総額 50 億ドル」の組み合わせ、タイミングは「支援発表：85











                                                   














































年 3 月 24 日から 6 月 10 日まで、2 か月半にわたってセルビアの首都ベオグラードなどを
空爆し、セルビア部隊をコソボから撤退させることに成功した2。 
 
 日本は、空爆開始から約 1か月後の 1999年 4月 27日、コソボ難民と周辺国支援、およ
び和平後の復興支援向けに総額 2億ドルの拠出を決定した。7月 16日には、追加の難民支
援策として 2000万ドルの拠出を表明し、資金支援の総額は 2億 2000万ドルとなった。多
国籍軍の作戦費用に使われる資金ではなかった点で、湾岸戦争での資金支援とは性質が異








2  “Allied Contributions to the Common Defense 2000,” U.S. Department of Defense, 
March 2000, chap. II. 
3  湾岸戦争で日本が負担した 130億ドルは、多国籍軍の輸送や資材調達向けが 110 億ドル、
周辺国支援が 20億ドルだった。 
4  “Kosovo war cost £30bn,” BBC News website, October 15, 1999. <http://news.bbc.co. 
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第２節：アフガン戦争後期（大規模資金、地上部隊拒否）           
 
 コソボの 2億 2000万ドルと同様に、日本の「小切手外交」が批判を免れたもう一つの事
例が、アフガン戦争後期における支援だ。2001 年 12 月に始まった海上自衛隊によるイン
ド洋での補給支援は、2007 年 11 月にいったん中断された後、2008 年 1 月の再開を経て、
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 この 50 億ドルに関するオバマ政権の受け止めは、結果的に、総じて好評だった。当時、
米政府のアフガニスタン・パキスタン担当特別代表を務めていたリチャード・ホルブルッ
ク（Richard Holbrooke）は「並外れて寛大な貢献」（enormously generous contribution）、
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 東アジアの安全保障問題にも詳しい国務副長官ジェームズ・スタインバーグ（James B. 







 それにも増して率直だったのは知日派の重鎮、リチャード・アーミテージ（Richard L. 
Armitage）だ。海自派遣打ち切りと 50億ドル支援の決定について「私は日本のために恥ず
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 当時、NATO 文民副代表兼 ISAF 国際問題担当ディレクターとしてカブールの ISAF 本
部に勤務していたマーク・ジェイコブソン（Mark R. Jacobson）は、日本の調査団が訪ね
てきたことを覚えていた。調査団の一人は、敷地内に ISAFメンバー国の国旗が掲げられて
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 「英軍は、ヘルマンドの治安確保の任務には力量不足だ」（The British are not up to the 
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は、どのような理由であろうと、ただ参戦するだろうと信じている（Britain would just 
participate for whatever reason）。参戦する国が一つあるとすれば、それは当然、英国だ
（If anybody is going to participate, it’s going to be Britain）」「2003年のイラク攻撃で、
もしも、日本が歩兵 3 個旅団を派遣したら、だれもが目を見開いた（would have raised 
eyebrows）ことだろう。ところが、英国は、我々が何かするときに常に行動を共にしてき
















                                                   






























る間に、ほかの者は命の危険を冒している」（Some drink tea and beer, while others risk 
their lives）と、ドイツ軍の姿勢をあてこすったという33。イラクの陸上自衛隊に対する米
メディアの批判とよく似ている。規模は陸自イラク部隊の 10倍だったが、課せられた任務
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とは十分にやった」（did about as much as you could reasonably expect）と肯定的だ。理
由として、ビドルは、ドイツ軍が負う「歴史の重荷」（historical baggage）と、ドイツ国内
の反戦世論の強さを挙げた。そうした事情がある割には、派遣部隊の規模は「相当」（sizable）
のものであり、「真剣に尽力」（made a real effort）し、「予期した以上に多くの戦闘もこな
した」（ended up doing a lot more fighting than some people expected）という。 
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2010 年 8 月には、ウルズガン州の治安権限を任されていたオランダ軍 1800 人が撤退した
のに伴い、復興支援にあたる文民を増派するなど、活動範囲を拡大させる措置をとった。 
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第１節：支援内容と評価の相関                       
 
 この章においては、第 1 章で述べた分析の枠組みに沿って、日本の支援に対する米国側
の評価を整理し、分析したうえで、日本の支援と米国の評価の相関に関する結論を提示し、





























知日派 政府当局者 職業軍人 連邦議員 有識者 メディア 世論
湾岸 ×否定的 △賛否分裂 △賛否分裂 ×否定的 △賛否分裂 ×否定的 ×否定的
アフガン ○肯定的 ○肯定的 ○肯定的 □無関心 ○肯定的 △賛否分裂 □無関心












 また、これも表 6-1 から分かる通り、資金提供を柱とする湾岸戦争支援、海上部隊派遣
を柱とするアフガン戦争支援、地上部隊派遣を柱とするイラク戦争支援という 3 種の異な
る支援内容に対して、常に同じ評価を下したグループは一つもなかった。どのグループも、











































































































第２節：期待の類型と評価との相関                     
 
 期待の作用を検証するには、米国側の期待を特定する必要がある。本論文の第 2 章から



















































































■表 6-3 各グループの評価理由 



















世論 否定的 支援に臨む態度が受動的で消極的だった。 
 











職業軍人 肯定的 軍事作戦の遂行に役立った。 
連邦議員 無関心 目を引くような支援内容ではなかった。 




世論 無関心 不明 
 











政府当局者 肯定的 武力行使への信認獲得に役立った。 
職業軍人 肯定的 軍事作戦の遂行に役立った。 
連邦議員 無関心 目を引くような支援内容ではなかった。 

























































































































































































































































軍事的効果 期待なし 道義的価値 道義的価値 期待なし






































知日派 政府当局者 職業軍人 連邦議員 有識者 メディア 世論
湾岸 ×否定的 △賛否分裂 ×否定的 ×否定的 △賛否分裂 ×否定的 ×否定的
アフガン ○肯定的 ○肯定的 ×否定的 不明 △賛否分裂 △賛否分裂 不明













































よって説明が可能なのだろうか。推測上の評価は表 6-6、現実の評価は表 6-1 に示した。こ
の二つの表を比較し、一致した場合と、一致しなかった場合、そして、部分的に一致した

























 「財政負担」と「信認効果」を期待した場合のパターンは、第 5 章で補助事例として取
り上げた事案でも、現実の評価との一致が確認できる。 
 




知日派 政府当局者 職業軍人 連邦議員 有識者 メディア 世論
湾岸 一致 一致 半一致 一致 一致 一致 一致
アフガン 一致 一致 不一致 不明 半一致 一致 不明



















































































































辺国への経済援助として、総額 2 億 2000 万ドルを負担した。約 500 億ドルとされる費用総
額に比べて微々たる金額だが、米国側の評価は悪くなかった。湾岸危機の初期段階で、日
本が 10 億ドルの資金負担を発表した際には、「少なすぎる」として激しいバッシングを浴










































                                                   
2  日本がこれまでに支援を実施した多国籍軍事作戦の中では、ソマリア沖海上における海賊
対処行動が、事実上の集団安全保障措置であるという点において、湾岸戦争と類似性が高

























































































                                                   
3  ナイフ・カードム「イラク戦争 10 年、サマワからの報告、自衛隊が残したもの」『Asahi












































































 米国側が期待する 5 類型の効果のうち、いわゆる実質的効果にあたるのは、「財政負担」
と「軍事的効果」の二つである。そして、湾岸戦争、アフガン戦争、イラク戦争において、
この二つの効果に重大な関心を寄せたのは、7 グループのうち、政府当局者と職業軍人だけ
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への研修旅行に出発し、1991 年 8 月 17 日に帰国するまで約 2 週間にわたって業務を離れ
ていた。8 月 14 日には、ブッシュ大統領が、海部首相との電話会談で、掃海艇や給油艦の
派遣を求めたが、これは日本側にとって予想外の要求だったとされる（手嶋『外交敗戦』
141-142 頁）。危機発生の 12 日後にあたるこの時点に至るまで、米国側の期待値の高さを
把握できていなかったのである。 




































                                                   
23  例えば、政府による 2014 年の憲法解釈見直しによって、集団的自衛権の限定的な行使が可
能になった結果、自衛隊が従事できる後方支援活動の幅が広がったほか、従来は自衛隊に
許されていなかった他国部隊への「駆けつけ警護」も可能になるなど、自衛隊派遣の法的
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